交野市　法適用申請に対する処分個票
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担当部署:　担当部署未定　
	処分の概要
	継続居住等の認定

	法令名
根拠条項
	租税特別措置法施行令　第25条の4第17項

	法令番号
	昭和32年政令第43号

	【基準】
　政令第25条の4第17項の規定による。
　(既成市街地等内にある土地等の中高層耐火建築物等の建設のための買換え及び交換の場合の譲渡所得の課税の特例)
第25条の4　
17　法第37条の5第6項に規定する政令で定める場合は、同条第1項の表の第1号の上欄に掲げる資産の譲渡をした個人及び第2項に規定する建築主の申請に基づき、都道府県知事が、当該個人につき当該個人又は当該個人と同居を常況とする者の老齢、身体上の障害その他財務省令で定める事情により、当該個人が同号の下欄に掲げる資産のうち同号の中高層耐火建築物又は当該中高層耐火建築物に係る構築物を取得してこれを引き続き居住の用に供することが困難であると認められる事情があるものとして認定をした場合とする。

※大阪府建築都市行政事務に係る事務処理の特例に関する条例第3条による事務移譲

	標準処理期間
	今まで申請等がなく、処理期間は未設定。

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年6月25日
	最終変更年月日
	令和5年4月30日
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